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(57)【要約】
【課題】従来一般的に使用されている共重合ポリエステルフィルムに比べて、より柔軟で
あり、よりしなやかであって、高温でない条件、例えば１００℃以下の加熱条件で離型層
を形成した場合であっても、剥離力が安定している新たな離型フィルムを提供する。
【解決手段】テレフタル酸及び「その他のジカルボン酸成分」と、エチレングリコール及
び「その他のアルコール成分」との共重合体からなる共重合ポリエステルＡを主成分樹脂
として含有する共重合ポリエステル層（Ｉ層）を備えた共重合ポリエステルフィルムの少
なくとも片面にカチオン重合性紫外線硬化型シリコーン離型剤組成物を硬化してなる離型
層を設けた離型フィルムを提案する。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　テレフタル酸及び「その他のジカルボン酸成分」と、エチレングリコール及び「その他
のアルコール成分」との共重合体からなる共重合ポリエステルＡを主成分樹脂として含有
する共重合ポリエステル層（Ｉ層）を備えた共重合ポリエステルフィルムの少なくとも片
面側に、カチオン重合性紫外線硬化型シリコーン離型剤組成物を硬化してなる離型層を備
えた離型フィルム。
【請求項２】
　前記カチオン重合性紫外線硬化型シリコーン離型剤組成物が、γ－グリシジルオキシプ
ロピル基、β（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル基、及び、β（４－メチル－３
，４－エポキシシクロヘキシル）プロピル基からなる群の中から選択されるエポキシ基を
少なくとも一つ有する化合物を含有する、請求項１に記載の離型フィルム。
【請求項３】
　前記離型層の常態剥離力（Ｆ１）、加熱剥離力（Ｆ２）及び空気暴露剥離力（Ｆ３）は
、Ｆ２－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）、及び、Ｆ３－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）の関係を満
足することを特徴とする、請求項１又は２に記載の離型フィルム。
　Ｆ１：離型層表面に粘着テープを貼り合せてから、室温にて１時間放置後の１８０°剥
離力
　Ｆ２：離型層表面に粘着テープを貼り合せてから、１００℃にて１時間熱処理後の１８
０°剥離力
　Ｆ３：離型層を室温にて２４時間放置後に粘着テープを張り付けて測定した１８０°剥
離力
【請求項４】
　前記共重合ポリエステルＡは、ジカルボン酸成分に占める「その他のジカルボン酸成分
」の割合が５ｍｏｌ％以上２０ｍｏｌ％以下であり、アルコール成分に占める「その他の
アルコール成分」の割合が１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ％以下である、請求項１～３の何れ
かに記載の離型フィルム。
【請求項５】
　前記共重合ポリエステル層（Ｉ層）は、前記共重合ポリエステルＡと、これと相溶する
樹脂Ｂとを含む層である、請求項１～４の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項６】
　前記樹脂Ｂとして、１種又は２種以上のポリエステルを含み、当該ポリエステルは、ジ
カルボン酸成分の合計含有量に対する「その他のジカルボン酸成分」の合計含有量の割合
が５ｍｏｌ％以上２０ｍｏｌ％以下であり、アルコール成分の合計含有量に対する「その
他のアルコール成分」の合計含有量の割合が１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ％以下である、請
求項５に記載の離型フィルム。
【請求項７】
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）に含まれる全ポリエステルにおいて、ジカルボン酸成分
の含有量合計に占める「その他のジカルボン酸成分」の含有量合計の割合は５ｍｏｌ％以
上２０ｍｏｌ％以下であり、アルコール成分の含有量合計に占める「その他のアルコール
成分」の含有量合計の割合は１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ％以下である請求項１～６の何れ
かに記載の離型フィルム。
【請求項８】
　前記「その他のジカルボン酸成分」が、脂肪族ジカルボン酸又はダイマー酸を含む、請
求項１～７の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項９】
　前記「その他のジカルボン酸成分」が、イソフタル酸、脂肪族ジカルボン酸及びダイマ
ー酸のうちの２種類以上を含む、請求項１～８の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項１０】
　前記「その他のアルコール成分」がジエチレングリコールを含む、請求項１～９の何れ
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かに記載の離型フィルム。
【請求項１１】
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）の表裏両側に、ポリエステルＣを主成分樹脂として含有
するポリエステル層（ＩＩ層）を積層してなる構成を備えており、
　当該ポリエステルＣは、共重合ポリエステルＡが結晶性の場合は、共重合ポリエステル
Ａの融点よりも高い融点を有するポリエステルであり、共重合ポリエステルＡが非晶性の
場合は、共重合ポリエステルＡのガラス転移点よりも高い温度の融点を有するポリエステ
ルである、請求項１～１０の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項１２】
　ポリエステル層（ＩＩ層）の各層厚みは、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の厚みの１～
２０％である、請求項１１に記載の離型フィルム。
【請求項１３】
　前記共重合ポリエステルフィルムの全厚みが２０μｍ以上である、請求項１～１２の何
れかに記載の離型フィルム。
【請求項１４】
　工程紙である、請求項１～１３の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項１５】
　粘着層保護用である、請求項１～１３の何れかに記載の離型フィルム。
【請求項１６】
　請求項１～１３の何れかに記載の離型フィルム、粘着層、他の離型フィルムが順次積層
されてなる構成を備えた積層体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリエステルフィルムの少なくとも片面側に、紫外線硬化型シリコーン系離
型剤を硬化してなる離型層を備えた離型フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエステルフィルムとして代表的なポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム
、特に２軸延伸ＰＥＴフィルムは、透明性、機械強度、耐熱性、柔軟性などに優れている
ため、工業材料、光学材料、電子部品材料、電池用包装材など様々な分野に使用されてい
る。
　ポリエステルフィルムを基材として、シリコーン樹脂を主成分とする紫外線硬化型シリ
コーン系離型剤を硬化してなる離型層を設けた離型フィルムは、多くの分野で使用されて
いる。
【０００３】
　例えば特許文献１には、二軸延伸ポリエステルフィルムからなる基材に、第一下引き層
、第二下引き層、および硬化型シリコーン樹脂を含有する離型層が順次積層されてなるこ
とを特徴とする離型フィルムが開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、ポリエステルフィルムの少なくとも片面にシリコーン離型層を
有し、当該離型層を形成する組成物は、紫外線硬化型シリコーン樹脂およびオニウム塩を
含む離型フィルムが開示されている。
【０００５】
　近年、部材の表面保護フィルムとして離型フィルムが使用されている。この種の表面保
護フィルムの構成としては、基材フィルムの裏面側に離型層を介して粘着層を設ける一方
、基材フィルムの表面側にハードコート層を設けた構成のものが一般的であった。
　例えば特許文献３には、厚さ８～２６μｍのポリエステルフィルムを基材とし、当該フ
ィルムの製膜ラインにおいて設けられた、乾燥後の塗布量が０．０２～０．３ｇ／ｍ２の
離型層を有する離型フィルムであり、当該離型層と粘着剤層間の１８０度剥離強度が１～
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６ｇｆ／２５ｍｍであることを特徴とする光学部材表面保護フィルム用離型フィルムが開
示されている。
【０００６】
　また、特許文献４には、粘着シートと、当該粘着シートの片面に剥離可能に積層してな
る塗布フィルムとを備えた粘着シート積層体に関し、被着体表面の凹凸部と符合する凹凸
形状を精度高く粘着シート表面に形成することが可能な塗布フィルムとして、共重合ポリ
エステルフィルムの少なくとも片面に塗布層を設けた塗布フィルムであり、１００℃での
貯蔵弾性率Ｅ’が１．５×１０９Ｐａ以下であり、かつ、１２０℃で５分間加熱後の収縮
率が３．０％以下であることを特徴とする塗布フィルムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１５－２０２６５７号公報
【特許文献２】特開２０１８－１６０７７号公報
【特許文献３】特開２００４－３４６０９３号公報
【特許文献４】特開２０１８－１４４３８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年、自由自在に屈曲可能なフレキシブルディスプレイなどが開発され、保護フィルム
の用途は広範囲になってきている。そのため、離型フィルムをより広範囲の用途に適用す
るためには、単に柔軟であるばかりでなく、よりしなやかな離型フィルムを開発する必要
がある。
【０００９】
　ところで、特許文献２に開示されているように、紫外線硬化型シリコーン樹脂から離型
層を形成する場合、紫外線照射によって離型層を硬化させるため、１００℃以下の低温で
離型層を形成することになる。しかし、このような低温で離型層を形成した場合、その後
の加工によって離型層の性質が変動し易くなるため、剥離力が安定しないという課題を抱
えていた。
【００１０】
　そこで本発明の課題は、単に柔軟であるばかりでなく、よりしなやかな離型フィルムで
あって、且つ、高温でない条件、例えば１００℃以下の加熱条件で離型層を形成した場合
であっても、剥離力が安定している、新たな離型フィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、テレフタル酸及び「その他のジカルボン酸成分」と、エチレングリコール及
び「その他のアルコール成分」との共重合体からなる共重合ポリエステルＡを主成分樹脂
として含有する共重合ポリエステル層（Ｉ層）を備えた共重合ポリエステルフィルムの少
なくとも片面側に、カチオン重合性紫外線硬化型シリコーン離型剤組成物を硬化してなる
離型層を備えた離型フィルムを提案する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明が提案する離型フィルムは、単に柔軟であるばかりでなく、よりしなやかな離型
フィルムである。よって、本発明が提案する離型フィルムは、例えば、電池用構成部材、
粘着剤層保護（ＯＣＡ（Optical　Clear　Adhesive）用保護、粘着テープ用保護など）、
医療分野の経皮吸収型貼付薬用セパレータ、製造工程に用いる工程紙、画像表示用部材の
保護、中でもフレキシブルディスプレイやウェアラブル端末などのしなやかさが必要とさ
れる構成部材に追従できる保護フィルムとしても好適である。
　さらに、本発明が提案する離型フィルムは、例えばその後の加工などによって離型層の
性質が変動せず、安定した剥離力を発揮することができる。よって、例えばその後の加工
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工程において、１００℃以上の熱をかけたくない部材表面を保護する保護フィルムや、曲
面や凹凸への追従性が必要とされる面に貼着する離型フィルム、さらには、特に剥離力が
極力安定していることが必要とされる工程紙などの用途に特に好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例で行ったたわみ測定法の方法を模式的に示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　次に、本発明の実施形態の一例について説明する。但し、本発明が、次に説明する実施
形態に限定されるものではない。
【００１５】
＜＜＜本離型フィルム＞＞＞
　本発明の実施形態の一例に係る離型フィルム（「本離型フィルム」と称する）は、共重
合ポリエステルＡを主成分樹脂として含有する共重合ポリエステル層（Ｉ層）を備えた共
重合ポリエステルフィルム（「本共重合ポリエステルフィルム」と称する）の少なくとも
片面側に離型層（「本離型層」）を備えた離型フィルムである。
【００１６】
　本離型フィルムは、本共重合ポリエステルフィルムの少なくとも片面側に離型層を備え
ていればよいから、本共重合ポリエステルフィルムの両面側に離型層を備えていてもよい
し、本共重合ポリエステルフィルムと離型層との間に他の層を備えていてもよい。
【００１７】
＜＜本共重合ポリエステルフィルム＞＞
　本離型フィルムの基材としての役割を為す本共重合ポリエステルフィルムは、前述のよ
うに、共重合ポリエステルＡを主成分樹脂として含有する共重合ポリエステル層（Ｉ層）
を備えた単層又は積層のフィルムである。
【００１８】
　本共重合ポリエステルフィルムは、無延伸フィルム（シート）であっても延伸フィルム
であってもよい。中でも、一軸方向又は二軸方向に延伸された延伸フィルムであるのが好
ましい。その中でも、力学特性のバランスや平面性に優れる点で、二軸延伸フィルムであ
るのが好ましい。
【００１９】
＜共重合ポリエステル層（Ｉ層）＞
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）は、共重合ポリエステルＡを主成分樹脂として含有する
層である。
【００２０】
　ここで、前記「主成分樹脂」とは、共重合ポリエステル層（Ｉ層）を構成する樹脂のう
ち最も含有割合の多い樹脂の意味である。当該主成分樹脂は、共重合ポリエステル層（Ｉ
層）を構成する樹脂のうち３０質量％以上、中でも５０質量％以上、その中でも８０質量
％以上（１００質量％を含む）を占める場合がある。
【００２１】
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）は、構成する樹脂が共重合ポリエステルＡのみであって
もよいし、共重合ポリエステルＡ以外の樹脂Ｂを含むものであってもよい。
　この際、樹脂Ｂとしては、共重合ポリエステルＡと相溶する樹脂であるのが好ましい。
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）が、共重合ポリエステルＡと、これと相溶する樹脂Ｂと
を含む場合については後述する。
【００２２】
（共重合ポリエステルＡ）
　共重合ポリエステルＡは、テレフタル酸及びその他のジカルボン酸成分と、エチレング
リコール及びその他のアルコール成分との共重合体である共重合ポリエステルである必要
がある。
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　共重合ポリエステルＡは、結晶性であっても、非晶性であってもよい。
【００２３】
　前記「その他のジカルボン酸成分」としては、芳香族ジカルボン酸、脂環族ジカルボン
酸、脂肪族ジカルボン酸、多官能酸などを挙げることができる。なお、「その他のジカル
ボン酸成分」は２種以上を併用してもよい。このように２種以上を併用することにより、
本共重合ポリエステルフィルムをより効果的に柔軟化できるだけでなく、結晶構造を保持
させることができ、耐熱性を有する場合もある。
　中でも、本共重合ポリエステルフィルムを柔軟化し易くする観点から、「その他のジカ
ルボン酸成分」としては、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニル
ジカルボン酸などの芳香族ジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、エイ
コ酸及びそれらの誘導体などの脂肪族ジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン
酸、１，２－シクロペンタンジカルボン酸、シクロオクタンジカルボン酸などの脂環族ジ
カルボン酸、又は、ダイマー酸が好ましい。
　脂肪族ジカルボン酸の中でも、ガラス転移温度をより下げることができる観点から、炭
素数２０～８０、中でも３０以上或いは６０以下、その中でも３６以上或いは４８以下の
脂肪族ジカルボン酸が特に好ましい。
【００２４】
　前記ダイマー酸としては、不飽和脂肪酸の二量体からなるジカルボン酸であって不飽和
脂肪酸の炭素数が１８以上のものが好ましい。そのようなダイマー酸の例として、オレイ
ン酸、エライジン酸、セトレイン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、リノール酸、リノレン酸
等から選ばれた互いに異なる又は同一の不飽和脂肪酸を用いて二量化したものを挙げるこ
とができる。さらに、そのような二量化後に水素添加したものも使用することができる。
なお、前記ダイマー酸は芳香族環や脂環族単環および脂環族多環を含むものでもよい。
　このようなダイマー酸の中でも、ガラス転移温度をより下げることができる観点から、
炭素数２０～８０、中でも２６以上或いは６０以下、その中でも３０以上或いは５０以下
のダイマー酸が好ましい。
【００２５】
　前記の通り、「その他のジカルボン酸成分」は任意に選択することができる。中でも、
芳香族ジカルボン酸から１種以上を選択し、脂肪族ジカルボン酸、脂環族ジカルボン酸、
ダイマー酸から１種以上を選択して併用することが好ましい。「その他のジカルボン酸成
分」として芳香族ジカルボン酸を用いると、強度及び耐熱性を維持しつつフィルムを柔軟
化することが出来る傾向がある。一方、「その他のジカルボン酸成分」として脂肪族ジカ
ルボン酸、脂環族ジカルボン酸、ダイマー酸から選択して用いると、伸度（破断伸度）を
維持しつつ、より少量の含有割合でフィルムを柔軟化することが出来る傾向があり、中で
も、ダイマー酸を用いることが最も効果的である。従って、「その他のジカルボン酸成分
」を上記のように組み合わせて併用することにより、強度、耐熱性、伸度、柔軟性を良好
に兼ね備えたフィルムとすることが可能となる。
【００２６】
　共重合ポリエステルＡにおいて、ジカルボン酸成分に占める「その他のジカルボン酸成
分」の割合は、５～２０ｍｏｌ％であるのが好ましく、中でも８ｍｏｌ％以上或いは１８
ｍｏｌ％以下、その中でも１０ｍｏｌ％以上或いは１５ｍｏｌ％以下であるのがさらに好
ましい。ここで「その他のジカルボン酸成分」を２種以上併用する場合は、それらの合計
量を意味する。
　「その他のジカルボン酸成分」の割合が前記範囲であると、本共重合ポリエステルフィ
ルムが、良好な伸度、強度及び耐熱性を有しつつ、効果的に柔軟化できる傾向がある。
【００２７】
　前記「その他のアルコール成分（ジオール成分）」としては、１，４－ブタンジオール
、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリメチレングリコール、ネオペ
ンチルグリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ビスフェノールおよびそれら
の誘導体などを挙げることができる。中でも、柔軟性の観点からはジエチレングリコール
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が好ましく、耐熱性及び強度の観点からは１，４－ブタンジオールが好ましい。
　なお、通常、エチレングリコールを原料の１つとしてポリエステルを製造（重縮合）す
る場合、エチレングリコールの一部は変性してジエチレングリコールとなってポリエステ
ル骨格に導入される。このジエチレングリコールを副生ジエチレングリコールと称し、そ
の副生量は、重縮合の様式（エステル交換法、直接重縮合）等によっても異なるが、エチ
レングリコールのうち１～５モル％程度である。本発明においては、このようにエチレン
グリコールから副生されるジエチレングリコールも共重合成分として扱い、「その他のア
ルコール成分」に包含するものとする。
【００２８】
　共重合ポリエステルＡにおいて、アルコール成分（ジオール成分）に占める「その他の
アルコール成分（ジオール成分）」の割合は１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ％以下であるのが
好ましく、中でも２ｍｏｌ％以上或いは４０ｍｏｌ％以下、その中でも３ｍｏｌ％以上或
いは３０ｍｏｌ％以下であるのがさらに好ましい。ここで「その他のアルコール成分」を
２種以上併用する場合は、それらの合計量を意味する。
　「その他のアルコール成分」の割合が前記範囲であると、本共重合ポリエステルフィル
ムが、良好な伸度、強度及び耐熱性を有しつつ、効果的に柔軟化できる傾向がある。
　なお、「その他のアルコール成分」は２種以上を併用してもよい。２種以上を併用する
ことにより、本共重合ポリエステルフィルムをより効果的に柔軟化できる場合がある。
【００２９】
　また、「その他のジカルボン酸成分」と「その他のアルコール成分」とを合計して、３
種以上を併用することが好ましい。共重合成分を複数併用することにより、より少量の含
有割合でフィルムを柔軟化することが出来る傾向がある。なお、共重合成分の種類が多す
ぎると、フィルムの特性を安定化させることが困難な場合があるため、「その他のジカル
ボン酸成分」と「その他のアルコール成分」は、合計して３～５種であることが好ましく
、中でも３種又は４種であることが好ましい。
【００３０】
　前記の中でも特に好ましい共重合ポリエステルＡとして、テレフタル酸、イソフタル酸
及び脂肪族ジカルボン酸もしくはダイマー酸と、エチレングリコール及びジエチレングリ
コールとの共重合体であり、ジカルボン酸成分に占めるイソフタル酸、脂肪族ジカルボン
酸もしくはダイマー酸の合計割合が５ｍｏｌ％以上２０ｍｏｌ％以下であり、アルコール
成分に占めるジエチレングリコールの割合が１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ％以下であり、結
晶性の共重合ポリエステルＡａを挙げることができる。
　通常、共重合ポリエステルは、弾性率を下げるために共重合成分の比率を高めると結晶
性が低下し、更にその比率を高めると非晶性となる。前記共重合ポリエステルＡａは共重
合成分の比率が高く、低い弾性率を実現することができるにもかかわらず、結晶性を維持
しているため、延伸後の熱処理により熱固定することができる。その結果、共重合ポリエ
ステルＡａはしなやかであり、それでいて、伸度、強度が良好であり、更に、熱収縮を抑
えることができる。
【００３１】
（樹脂Ｂ）
　上述したように、共重合ポリエステル層（Ｉ層）は、共重合ポリエステルＡと、これと
相溶する樹脂Ｂとを含む層であってもよい。
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）が、共重合ポリエステルＡ及び樹脂Ｂを含む層である場
合、樹脂Ｂは、共重合ポリエステルＡと相溶する樹脂であって、融点が２７０℃以下、或
いは、非晶性であり、ガラス転移温度が３０～１２０℃である樹脂が好ましい。このよう
な樹脂Ｂを選択することにより、共重合ポリエステル層（Ｉ層）のガラス転移温度を高く
することができ、耐熱性を高めることができる。樹脂Ｂとして、例えばポリエチレンテレ
フタレート（ＰＥＴ）などのポリエステルを選択することにより、寸法安定性、耐熱性を
付与することができる。
【００３２】
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　また、柔軟性と耐熱性を両立させる観点から、樹脂Ｂとして、１種又は２種以上のポリ
エステルを含み、当該ポリエステル（１種又は２種以上のポリエステル含む）は、ジカル
ボン酸成分であるテレフタル酸及び「その他のジカルボン酸成分」と、アルコール成分で
あるエチレングリコール及び「その他のアルコール成分」とを含み、ジカルボン酸成分の
合計含有量（２種以上のポリエステル含む場合は、各ポリエステルに含まれるジカルボン
酸成分の合計）に対する「その他のジカルボン酸成分」の合計含有量の割合が５ｍｏｌ％
以上２０ｍｏｌ％以下、中でも好ましくは８ｍｏｌ％以上或いは１８ｍｏｌ％以下、その
中でも好ましくは１０ｍｏｌ％以上或いは１５ｍｏｌ％以下であり、アルコール成分の合
計含有量（２種以上のポリエステル含む場合は、各ポリエステルに含まれるアルコール成
分の合計）に対する「その他のアルコール成分」の合計含有量の割合が１ｍｏｌ％以上５
０ｍｏｌ％以下、中でも好ましくは２ｍｏｌ％以上或いは４０ｍｏｌ％以下、その中でも
好ましくは３ｍｏｌ％以上或いは３０ｍｏｌ％以下であるのが好ましい。すなわち、主成
分樹脂以外の成分（樹脂Ｂ）として、前記共重合ポリエステルＡに包含される樹脂と同様
の樹脂を選択することができる。
【００３３】
　なお、共重合ポリエステル層（Ｉ層）は、共重合ポリエステルＡと、これと相溶しない
樹脂Ｄとを含む層であってもよい。
　この樹脂Ｄとしては、例えば、ポリカーボネート、ポリオレフィン、ポリスチレン、ア
クリル樹脂、ウレタン樹脂等を挙げることができる。
【００３４】
　共重合ポリエステル層（Ｉ層）において、共重合ポリエステルＡと樹脂Ｂの質量割合は
９８：２～５０：５０であるのが好ましく、中でも９５：５～６０：４０、その中でも９
０：１０～６５：３５であるのがさらに好ましい。
【００３５】
　なお、共重合ポリエステル層（Ｉ層）に含まれるポリエステル全体の成分割合が、共重
合ポリエステルＡと同様の成分割合であれば、共重合ポリエステルＡを主成分樹脂として
含む場合と同様の効果を得ることができると考えられる。
　よって、共重合ポリエステル層（Ｉ層）が、１種又は２種以上のポリエステルを含有す
る場合において、共重合ポリエステル層（Ｉ層）に含まれる全ポリエステルの成分量合計
において、ジカルボン酸成分の含有量合計に占める「その他のジカルボン酸成分」の含有
量合計の割合は５ｍｏｌ％以上２０ｍｏｌ％以下であり、アルコール成分の含有量合計に
占める「その他のアルコール成分」の含有量合計の割合は１ｍｏｌ％以上２５ｍｏｌ％未
満であれば、共重合ポリエステルＡを主成分樹脂として含む場合と同様の効果を得ること
ができる。
　この際、ジカルボン酸成分の含有量合計に占める「その他のジカルボン酸成分」の含有
量合計の割合の好ましい範囲は、共重合ポリエステルＡにおける、ジカルボン酸成分に占
める「その他のジカルボン酸成分」の割合の好ましい範囲と同様である。また、アルコー
ル成分の含有量合計に占める「その他のアルコール成分」の含有量合計の割合の好ましい
範囲は、共重合ポリエステルＡにおける、アルコール成分に占める「その他のアルコール
成分」の割合の好ましい範囲と同様である。
【００３６】
＜積層構成の場合＞
　本共重合ポリエステルフィルムは、上述したように、共重合ポリエステル層（Ｉ層）と
他の層を備えた積層フィルムであってもよい。
【００３７】
　例えば、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の表裏両側に、ポリエステルＣを主成分樹脂と
して含有するポリエステル層（ＩＩ層）を積層してなる構成を備えた積層フィルムを挙げ
ることができる。
【００３８】
（ポリエステルＣ）
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　前記ポリエステルＣは、共重合ポリエステルＡが結晶性の場合は、共重合ポリエステル
Ａの融点よりも高い融点を有するポリエステルであるのが好ましく、共重合ポリエステル
Ａが非晶性の場合は、共重合ポリエステルＡのガラス転移点よりも高い温度の融点を有す
るポリエステルであるのが好ましい。
【００３９】
　このような構成を備えた積層フィルムであれば、ポリエステル層（ＩＩ層）／共重合ポ
リエステル層（Ｉ層）／ポリエステル層（ＩＩ層）となるように原料樹脂組成物を共押出
などによって積層し、延伸した後に熱固定処理する際、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の
単層からなる場合に比べて高い温度で熱固定処理することができる。そのため、共重合ポ
リエステル層（Ｉ層）の単層では達成することができないレベルに柔軟化することができ
たり、耐熱性を上げたり、熱収縮をより一層防ぐことができたりする。　
【００４０】
　前記積層フィルムにおいて、ポリエステル層（ＩＩ層）の各層厚みは、共重合ポリエス
テル層（Ｉ層）の厚みの１～２０％であるのが好ましい。
　ポリエステル層（ＩＩ層）の各層厚みが、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の厚みの１％
以上であれば生産性を大きく損なうことなく製膜が可能であり、２０％以下であれば要求
される柔軟性を十分に確保できるから好ましい。
　かかる観点から、ポリエステル層（ＩＩ層）の各層厚みは、共重合ポリエステル層（Ｉ
層）の厚みの１～２０％であるのが好ましく、中でも３％以上或いは１５％以下、その中
でも５％以上或いは１２％以下であるのがさらに好ましい。
　なお、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の表裏両側に存在するポリエステル層（ＩＩ層）
の厚みは、表裏で異なっていてもよいし、同一でもよい。
【００４１】
　ポリエステルＣは、共重合ポリエステルＡが結晶性の場合、共重合ポリエステルＡの融
点よりも１０～１００℃高い、中でも２０℃以上或いは９０℃以下高い、その中でも４０
℃以上或いは７０℃以下高い融点を有するポリエステルであるのが好ましく、他方、共重
合ポリエステルＡが非晶性の場合は、共重合ポリエステルＡのガラス転移点よりも１２０
～２６０℃高い、中でも１４０℃以上或いは２３０℃以下高い、その中でも１６０℃以上
或いは２００℃以下高い融点を有するポリエステルであるのが好ましい。
　なお、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の表裏両側に存在するポリエステル層（ＩＩ層）
の主成分となるポリエステルＣは、表裏で異なっていてもよいし同一でもよい。中でも、
表裏のポリエステルＣの融点が大きく異ならないことが好ましい。具体的には、表裏両側
に存在するポリエステル層（ＩＩ層）の融点の差が８０℃以下、中でも６０℃以下、その
中でも４０℃以下であることが好ましい。共重合ポリエステル層Ａの表裏両側のポリエス
テル層Ｃが同一であると、２種３層の共押出成形が可能となるので、この態様も好ましい
。
【００４２】
　ポリエステルＣとしては、例えば、ジカルボン酸成分としてテレフタル酸を含み、アル
コール成分としてエチレングリコールを含むホモポリエステル若しくは共重合ポリエステ
ルを好適に用いることができる。但し、これに限定するものではない。
【００４３】
　ポリエステルＣが共重合ポリエステルである場合には、テレフタル酸以外のジカルボン
酸成分としては、芳香族ジカルボン酸、脂環族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸、多官
能酸などを挙げることができる。
　ポリエステルＣにおいて、ジカルボン酸成分に占める「テレフタル酸以外のジカルボン
酸成分」の割合は、１～３０ｍｏｌ％であるのが好ましく、中でも５ｍｏｌ％以上或いは
２５ｍｏｌ％以下、その中でも１０ｍｏｌ％以上或いは２０ｍｏｌ％以下であるのがさら
に好ましい。
【００４４】
　ポリエステルＣが共重合ポリエステルである場合には、エチレングリコール以外のアル
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コール成分としては、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレン
グリコール、トリメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－シクロヘキサ
ンジメタノール、ビスフェノールおよびそれらの誘導体などを挙げることができる。
　ポリエステルＣにおいて、アルコール成分に占める「エチレングリコール以外のアルコ
ール成分」の割合は、１～１００ｍｏｌ％であるのが好ましく、中でも５ｍｏｌ％以上或
いは９５ｍｏｌ％以下、その中でも１０ｍｏｌ％以上或いは９０ｍｏｌ％以下であるのが
さらに好ましい。
【００４５】
＜本共重合ポリエステルフィルムの厚み＞
　本共重合ポリエステルフィルムの厚みは、特に限定するものではなく、用途によって適
切な厚みを選択することができる。
　中でも、本共重合ポリエステルフィルムの特徴をより発揮するという観点から、フィル
ムの全厚みが２０μｍ以上であるのが好ましい。
　フィルムのコシ（stiffness）の強さは厚さの三乗に比例すると言われている。しかし
、本共重合ポリエステルフィルムは、２０μｍ以上であっても、コシ（stiffness）が弱
くてしなやか(flexible)であるという特徴を有しており、本発明の利益をより一層享受す
ることができる。
　かかる観点から、本共重合ポリエステルフィルムの全厚みは２０μｍ以上が好ましく、
中でも２５μｍ以上、その中でも３８μｍ以上であるのがさらに好ましい。
　一方、本共重合ポリエステルフィルムの全厚みの上限は特に限定するものではない。１
０００μｍ以下であるのが好ましく、中でも５００μｍ以下、その中でも２５０μｍ以下
、その中でも１２５μｍ以下であるのがさらに好ましい。
【００４６】
＜本共重合ポリエステルフィルムの製造方法＞
　本共重合ポリエステルフィルムの製造方法の一例として、本共重合ポリエステルフィル
ムが二軸延伸フィルムの場合について説明する。但し、ここで説明する製造方法に限定す
るものではない。
【００４７】
　先ずは、公知の方法により、原料、例えば共重合ポリエステルチップを溶融押出装置に
供給し、それぞれのポリマーの融点以上に加熱し、溶融ポリマーをダイから押し出し、回
転冷却ドラム上でポリマーのガラス転移点以下の温度となるように冷却固化し、実質的に
非晶状態の未配向シートを得るようにすればよい。
　次に、当該未配向シートを、一方向にロール又はテンター方式の延伸機により延伸する
。この際、延伸温度は、通常２５～１２０℃、好ましくは３５～１００℃であり、延伸倍
率は通常２．５～７倍、好ましくは２．８～６倍である。
　次いで、一段目の延伸方向と直交する方向に延伸する。この際、延伸温度は通常５０～
１４０℃であり、延伸倍率は通常３．０～７倍、好ましくは３．５～６倍である。
　そして、引き続き１３０～２７０℃の温度で緊張下または３０％以内の弛緩下で熱固定
処理を行い、二軸配向フィルムとしての本共重合ポリエステルフィルムを得ることができ
る。
　なお、前記の延伸においては、一方向の延伸を２段階以上で行う方法を採用することも
できる。
【００４８】
　前記熱固定処理（「熱処理」とも称する）は、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の単層か
らなる場合、共重合ポリエステルＡの融点よりも１０～７０℃低い温度で行うのが好まし
い。
【００４９】
　本共重合ポリエステルフィルムが共重合ポリエステル層（Ｉ層）とポリエステル層（Ｉ
Ｉ層）との積層構成を備える場合、共重合ポリエステル層（Ｉ層）及びポリエステル層（
ＩＩ層）は共押出した後、上述のように、一体のフィルムとして、延伸及び熱固定処理を
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行えばよい。
【００５０】
　この際の熱固定処理は、ポリエステルＣの融点よりも低い温度に加熱して熱固定処理す
るのが好ましい。更に、共重合ポリエステルＡが結晶性である場合は、共重合ポリエステ
ルＡの融点よりも高い温度で熱固定処理するのが好ましい。そのような温度で熱固定処理
することにより、共重合ポリエステル層（Ｉ層）の単層では達成することができないレベ
ルに柔軟化することができる。
　これは、ポリエステルＣの融点よりも低い温度で熱固定することにより、表層の延伸配
向が固定されるため、伸度、強度及び耐熱性（熱収縮性）が良好となる一方、共重合ポリ
エステルＡの融点よりも高い温度で熱固定することにより、中間層の延伸配向や歪みが緩
和されるため、より一層しなやかなフィルムとすることが出来るためである。
【００５１】
＜＜本離型層＞＞
　本離型層は、カチオン重合性紫外線硬化型（以下、「ＵＶカチオン系」と称する場合が
ある）シリコーン離型剤及び光重合開始剤と、必要に応じて他の成分とを含有する、ＵＶ
カチオン系シリコーン離型剤組成物からなる層である。
【００５２】
＜ＵＶカチオン系シリコーン離型剤組成物＞
　本離型層は、ＵＶカチオン系シリコーン離型剤組成物を、本共重合ポリエステルフィル
ムの片側又は両側の表面に塗布し、紫外線照射処理を施して硬化させることにより形成す
ることができる。
【００５３】
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤は、紫外線照射によって硬化（架橋）して、剥離性皮
膜を形成し、熱安定性に優れた剥離特性を発現する離型層を形成することができる。
【００５４】
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤としては、紫外線照射により硬化（架橋）が可能なカ
チオン重合型のシリコーン系剥離処理剤であれば、特に制限なく用いることができる。
単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５５】
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤は、主鎖のポリシロキサン成分中に、カチオン重合反
応性官能基（またはカチオン重合反応部位）が１種又は２種以上導入された変性シリコー
ン系ポリマー成分（変性ポリシロキサン成分）が、１種又は２種以上を併用するのが一般
的である。
　このような変性シリコーン系ポリマー成分において、カチオン重合反応性官能基として
は、例えば、エポキシ基（特に、脂環式エポキシ基など）を好適に用いることができる。
また、前記カチオン重合反応性官能基は、変性シリコーン系ポリマー成分１分子中に、少
なくとも２つ導入されていることが好ましい。
　なお、カチオン重合反応性官能基は、変性シリコーン系ポリマー成分中の主鎖又は側鎖
の珪素原子に、直接結合していてもよく、２価の基（例えば、アルキレン基、アルキレン
オキシ基等の２価の有機基など）を介して結合していてもよい。
【００５６】
　前記ＵＶカチオン系シリコーン離型剤は、γ－グリシジルオキシプロピル基、β（３，
４－エポキシシクロヘキシル）エチル基、及び、β（４－メチル－３，４－エポキシシク
ロヘキシル）プロピル基からなる群の中から選択されるエポキシ基を少なくとも一つ有す
る化合物を含有するものであるのが好ましい。
【００５７】
　また、前記ＵＶカチオン系シリコーン離型剤は、カチオン重合反応性官能基が導入され
た変性シリコーン系ポリマー成分としては、分子中に少なくとも２つのエポキシ基を有す
る変性シリコーン系ポリマー成分を好適に用いることができる。
　分子中に少なくとも２つのエポキシ基を有する変性シリコーン系ポリマー成分としては
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、特に限定されるわけではない。例えば、主鎖のポリシロキサン成分中に、γ－グリシジ
ルオキシプロピル基、β（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル基、β（４－メチル
－３，４－エポキシシクロヘキシル）プロピル基などのエポキシ基含有基（特に、脂環式
エポキシ基を含有する基）が、１分子中に少なくとも２つ導入された変性シリコーン系ポ
リマー成分などを挙げることができる。
【００５８】
　なお、前記エポキシ基含有基は、例えば、モノマー成分として「ＨＯＳｉ（Ｒ1）（Ｒ2

）ＯＨ」（Ｒ1はエポキシ基含有基、Ｒ2は水素原子又は炭化水素基）を用いることにより
、分子中に導入することができる。
【００５９】
　前記変性シリコーン系ポリマー成分は、直鎖状、分岐鎖状のいずれの鎖状形態を有して
いてもよく、また、これらの混合物であってもよい。
【００６０】
　市販品の具体例として、信越化学工業社製：Ｘ－６２－７６２２、Ｘ－６２－７６２９
、Ｘ－６２－７６５５、Ｘ－６２－７６６０、モメンティブ・スペシャリティーケミカル
ズ社製：ＸＳ５６－Ｃ２２４４、ＴＰＲ６５０１Ｓ、ＴＰＲ６５００、ＵＶ９３００、Ｕ
Ｖ９３１５、ＸＳ５６－Ａ２９８２、荒川化学製：ＵＶＰＯＬＹ２００、ＵＶＰＯＬＹ２
０１、ＵＶＰＯＬＹ２１５などを例示することができる。
【００６１】
＜光重合開始剤＞
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤と組み合わせて用いる光重合開始剤としては、オニウ
ム塩系光重合開始剤が好適である。但し、光重合開始剤は単独で用いてもよいし、２種以
上を併用してもよい。
【００６２】
　オニウム塩系光重合開始剤としては、例えば、特開平６－３２８７３号公報、特開２０
００－２８１９６５号公報、特開平１１－２２８７０２号公報、特公平８－２６１２０号
公報で記載されているオニウム塩系光開始剤などを挙げることができる。
【００６３】
　中でも、オニウム塩系光重合型開始剤として、ジアリールヨードニウム塩を挙げること
ができる。
　前記ジアリールヨードニウム塩としては、式：Ｙ2Ｉ

+Ｘ- （Ｙは置換基を有していても
よいアリール基を示す。また、Ｘ-は、非求核性且つ非塩基性の陰イオンである。）で表
される化合物を挙げることができる。
　なお、上記Ｘ-の非求核性且つ非塩基性の陰イオンとしては、例えば、ＳｂＦ6

-、Ｓｂ
Ｃｌ6

-、ＢＦ4
-、［Ｂ（Ｃ6Ｈ5）4］

-、［Ｂ（Ｃ6Ｈ5）4］
-、［Ｂ（Ｃ6Ｈ4ＣＦ3）4］

-

、［（Ｃ6Ｈ5）2ＢＦ2］
-、［Ｃ6Ｈ5ＢＦ3］

-、［Ｂ（Ｃ6Ｈ3Ｆ2）4］
-、ＡｓＦ6

-、ＰＦ

6
-、ＨＳＯ4

-、ＣｌＯ4
-などを挙げることができる。

【００６４】
　また、オニウム塩系光重合型開始剤として、トリアリールスルホニウム塩、トリアリー
ルセレノニウム塩、テトラアリールホスホニウム塩、アリールジアゾニウム塩などを挙げ
ることができる。これらトリアリールスルホニウム塩、トリアリールセレノニウム塩、テ
トラアリールホスホニウム塩、アリールジアゾニウム塩の具体例として、それぞれ「Ｙ3

Ｓ+Ｘ-」、「Ｙ3Ｓ
+Ｘ-」、「Ｙ4Ｐ

+Ｘ-」、「ＹＮ2
+Ｘ-」（Ｙ、Ｘ-は、前記に同じ）で

表される化合物を挙げることができる。
【００６５】
（その他の添加剤）
　前記ＵＶカチオン系シリコーン離型剤組成物は、ＵＶカチオン系シリコーン離型剤及び
光重合開始剤以外に、必要に応じて、白金含有触媒などの硬化反応触媒、希釈溶剤、その
他の添加剤を含有することができる。
【００６６】
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　前記希釈溶剤としては、トルエン等の芳香族炭化水素類、ヘキサン、ヘプタン、イソオ
クタン等の脂肪族炭化水素類、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル類、エチルメチルケ
トン（ＭＥＫ）、イソブチルメチルケトン等のケトン類、エタノール、２－プロパノール
等のアルコール類、ジイソプロピルエーテル、ジブチルエーテル等のエーテル類などを挙
げることができる。これらは、溶解性、塗工性や沸点等を考慮して単独または複数混合し
て使用するのが好ましい。
【００６７】
　また、反応調整剤、密着強化剤等の助剤を併用してもよい。
【００６８】
＜＜その他の層＞＞
　本離型フィルムは、本共重合ポリエステルフィルムと離型層との間に「他の層」を備え
ていてもよい。
　当該「他の層」としては、例えば帯電防止層やオリゴマー封止層などの各種機能を備え
た層を挙げることができる。
【００６９】
＜＜本離型フィルムの製造方法＞＞
　本離型フィルムは、本共重合ポリエステルフィルムの片面側又は両面側に、必要に応じ
て、帯電防止層やオリゴマー封止層などの塗布層を形成した後、これらの表面に、上記Ｕ
Ｖ硬化シリコーン組成物を塗布し、必要に応じて紫外線照射して離型層を硬化させること
により、製造することができる。
【００７０】
　ＵＶカチオン系シリコーン組成物の塗布方法としては、マルチロールコート、リバース
グラビアコート、ダイレクトグラビアコート、バーコート、ダイコート等、従来公知の塗
工方式を用いることができる。塗工方式に関しては「コーティング方式」（槇書店　原崎
勇次著１９７９年発行）に記載例がある。
【００７１】
　ＵＶカチオン系シリコーン組成物を塗布する前に予め、コロナ処理、プラズマ処理等の
表面処理を本ポリエステルフィルムに施してもよい。
【００７２】
　上記シリコーン組成物の塗布量、すなわち本離型層の厚み（乾燥後）は、ブロッキング
防止と移行性（すなわち離型剤成分が粘着テープ等へ移行する特性）の増大抑制の観点か
らは、薄くするのが好ましく、他方、軽剥離性（剥離力の低さ）を維持する観点からは、
厚くするのが好ましい。かかる点を考慮して、本離型層の厚みは、０．０１～１ｇ／ｍ２

であるのが好ましく、中でも０．０５ｇ／ｍ２以上或いは０．５ｇ／ｍ２以下、その中で
も０．０５ｇ／ｍ２以上或いは０．２ｇ／ｍ２以下であるのがさらに好ましい。
【００７３】
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤組成物から構成される離型層を加熱処理する際は、従
来から公知の加熱処理装置を用いることが出来る。例えば、加熱オーブン、ホットプレー
ト、熱風乾燥機、近赤外線ランプ、エアードライヤー等が例示される。また、加熱処理温
度としては、３５～１００℃、好ましくは４０～１００℃、さらに好ましくは、５０～１
００℃の範囲がよい。
　さらに加熱処理時間としては、３秒～３分、好ましくは５秒～２分、さらに好ましくは
５秒～１分の範囲がよい。
【００７４】
　加熱処理した離型層に紫外線照射処理を施す際には、従来から公知の紫外線照射装置を
用いることができる。例えば、光源として、フュージョン（Ｈ）ランプ、メタルハライド
ランプ、高圧水銀ランプ（オゾン発生タイプ、オゾンレスタイプ）、ＵＶ－ＬＥＤなどが
例示される。
【００７５】
　紫外線照射量としては特に限定されるわけではないが、積算光量換算として、１０～３
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０００（ｍＪ／ｃｍ２）、好ましくは５０～２０００（ｍＪ／ｃｍ２）、さらに好ましく
は１００～１０００（ｍＪ／ｃｍ２）の範囲がよい。
【００７６】
＜＜本離型フィルムの物性＞＞　
　本離型フィルムは、次の物性を有することができる。
【００７７】
＜しなやかさ（コシ）＞
　本離型フィルムは、後述の実施例に記載されている“たわみ測定法”によって測定され
る「しなやかさ（コシ）」（flexible）すなわち、垂直方向に下がった長さを（ａ）、水
平方向に突き出た長さを（ｂ）とした時、（ａ）と（ｂ）との比の値（（ａ）／（ｂ））
は０．３以上であることが好ましく、中でも０．５以上、その中でも１．０以上であるこ
とがさらに好ましい。
　前記（ａ）／（ｂ）が０．３以上であることによって、フィルムに十分なしなやかさを
有することが示唆される。
　一方、前記（ａ）／（ｂ）の上限は特に限定されないが、工程におけるハンドリング性
の観点から、１５．０以下であるのが好ましく、中でも１０．０以下、その中でも６．０
以下であるのがさらに好ましい。
【００７８】
　本離型フィルムに関して、（ａ）／（ｂ）を前記範囲に調整するには、先ずはフィルム
の厚みを調整することが大切であり、次に、同一のフィルム厚みにおいては、本離型フィ
ルムを構成する本共重合ポリエステルフィルムの層構成（単層又は積層）や、共重合ポリ
エステルＡの共重合成分の種類と含有量を調整することによって達成することができる。
更には、本共重合ポリエステルフィルムの製造条件、特に延伸条件を調整することによっ
ても達成することができる。
　かかる観点から、共重合ポリエステルＡの共重合成分は、前記「その他のジカルボン酸
成分」が脂肪族ジカルボン酸もしくはダイマー酸であるのが好ましく、その含有量は５ｍ
ｏｌ％以上２０ｍｏｌ％以下であるのが好ましい。他方、前記「その他のアルコール成分
」がジエチレングリコールであるのが好ましく、その含有量は１ｍｏｌ％以上５０ｍｏｌ
％以下であるのが好ましい。
【００７９】
＜剥離力＞
　本離型フィルムは、離型層の剥離力の安定性の面から、前記離型層の常態剥離力（Ｆ１
）、加熱剥離力（Ｆ２）及び空気暴露剥離力（Ｆ３）が、次の関係（１）（２）を同時に
満足するのが好ましい。
（１）・・Ｆ２－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）
（２）・・Ｆ３－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）
【００８０】
　中でも、前記（１）については、Ｆ２－Ｆ１≦５（ｍＮ／ｃｍ）を満足するのがさらに
好ましく、前記（２）については、Ｆ３－Ｆ１≦５（ｍＮ／ｃｍ）を満足するのがさらに
好ましい。
【００８１】
　ここで、前記常態剥離力（Ｆ１）は、離型層表面に粘着テープを貼り合せてから、室温
にて１時間放置後の１８０°剥離力である。より具体的には、アクリル系粘着テープ（日
東電工社製、Ｎｏ.５０２）を、本離型フィルムの本剥離層に貼り付けて室温にて１時間
放置後、引張速度０．３ｍ／ｍｉｎの条件下で測定される１８０°剥離力である。
【００８２】
　前記加熱剥離力（Ｆ２）は、離型層表面に粘着テープを貼り合せてから、１００℃にて
１時間熱処理後の１８０°剥離力である。より具体的には、アクリル系粘着テープ（日東
電工社製、Ｎｏ.５０２）を、本離型フィルムの本剥離層に貼り付けて１００℃、１時間
熱処理した後、引張速度０．３ｍ／ｍｉｎの条件下で測定される１８０°剥離力である。
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　この加熱剥離離力（Ｆ２）は、フィルム上に硬化形成後、離型層表面に残存するハイド
ロジェンシラン基（Ｓｉ－Ｈ基）と相間があると考えられる。常態剥離力（Ｆ１）に近い
値を示すほど、表面に残存するＳｉ－Ｈ基量が少ないことを示している。
【００８３】
　前記空気暴露剥離力（Ｆ３）は、離型層を室温にて２４時間放置後に粘着テープを張り
付けて測定した１８０°剥離力である。より具体的には、予め本離型フィルムの本剥離層
の離型面を２４時間、室温で暴露させた後、上記常態剥離力（Ｆ１）と同様の方法にて測
定される剥離力である。
　この空気暴露剥離力（Ｆ３）は、前記Ｓｉ－Ｈ基と付加反応する相手方のビニル基（Ｓ
ｉ－ＣＨ＝ＣＨ２基）がフィルム上に硬化形成後、離型層表面に残存する量と相関がある
と考えられている。空気暴露剥離力（Ｆ３）が常態剥離力（Ｆ１）に近い値を示すほど、
表面に残存するビニル基（Ｓｉ－ＣＨ＝ＣＨ２基）量が少ないことを示している。
【００８４】
　本離型フィルムの前記常態剥離力Ｆ１は、３５ｍＮ／ｃｍ以下とすることができる。好
ましくは３０ｍＮ／ｃｍ以下である。下限については５ｍＮ／ｃｍ以上、好ましくは１０
ｍＮ／ｃｍ以上、その中でも特に１５ｍＮ／ｃｍ以上がよい。
【００８５】
　本離型フィルムの前記加熱剥離力Ｆ２は、３０ｍＮ／ｃｍ以下とすることができる。好
ましくは２８ｍＮ／ｃｍ以下である。また、下限については１０ｍＮ／ｃｍ以上、好まし
くは１５ｍＮ／ｃｍ以上がよい。
【００８６】
　本離型フィルムの前記空気暴露剥離力Ｆ３は、３５ｍＮ／ｃｍ以下とすることができる
。好ましくは３０ｍＮ／ｃｍ以下である。また、下限については５ｍＮ／ｃｍ以上、好ま
しくは１０ｍＮ／ｃｍ以上、その中でも特に１５ｍＮ／ｃｍ以上がよい。
【００８７】
　本発明では、離型層の特性である、常態剥離力（Ｆ１）、加熱剥離力（Ｆ２）、空気暴
露剥離力（Ｆ３）および常態剥離力（Ｆ１）を基準にした時にいずれも３０ｍＮ／ｃｍ以
下の範囲内に抑えることで、例えば、多段階硬化方式を採用する加工プロセスにおいて、
工程紙として用いた場合、一旦加熱処理した粘着層を後に紫外線照射しても、離型面と粘
着層とが、極端に重剥離化することなく、適度な力でもって剥離可能である特徴を有する
。
【００８８】
＜＜本離型フィルムの用途＞＞
　本離型フィルムは、上述したように、柔軟性に優れており、単に柔軟であるだけでなく
、よりしなやか、言い方を変えれば、コシ（stiffness）が殆ど無いという特徴を有して
いる。よって、例えば、電池用包装材、粘着剤層保護（ＯＣＡ（Ｏｐｔｉｃａｌ　ＣＬＥ
ＡＲ　Ａｄｈｅｓｉｖｅ）用構成部材、粘着テープ用保護など）、医療分野（経皮吸収型
貼付薬用セパレータなど）、製造工程に用いる工程紙、画像表示用部材の保護、中でもフ
レキシブルディスプレイやウェアラブル端末などの構成部材の保護用として、しなやかさ
（flexible）が必要とされる用途に好適である。
　また、加工工程において、１００℃以上の熱をかけたくない部材表面（例えば、ガラス
転移点が低い粘着層の凹凸賦型）の保護、曲面形状を有する成形体表面（スマートフォン
など）への追従性が必要とされる用途あるいは、特に剥離力が極力安定していることが必
要とされる、多段階硬化方式を採用する加工工程に使用する工程紙として好適である。
　なお、本離型フィルムの用途は前記に限定されるものではなく、例えば、各種包装用材
料、建材、文房具、自動車部材、その他の構成部材の製造工程における工程紙あるいは部
材の保護フィルムとして用いることができる。
【００８９】
　また、本離型フィルムを、他の粘着層付き離型フィルム（Ａ）に貼り付けて積層体とし
、該積層体から本離型フィルムを剥離して、残された粘着層付き離型フィルム（Ａ）を光
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学部材に貼り付けた後、当該粘着層付き離型フィルム（Ａ）の粘着層から離型フィルムを
剥離し、再度、光学部材に貼り付けられた前記粘着層上に前記離型フィルム（本離型フィ
ルム）を貼り付けることを特徴とする、いわゆる離型フィルムの再剥離使用も可能である
。
　なお、粘着層付き離型フィルム（Ａ）の離型フィルムは、本離型フィルムとは異なり、
０．３ｍ／ｍｉｎの剥離速度による剥離力が本離型フィルムの２倍から１０倍程度のもの
が好ましい。
【００９０】
　本離型フィルムを用いて、粘着加工あるいはハードコートなどの二次加工をする際には
、加熱処理工程（ア）と紫外線処理工程（イ）とが同一の製造ラインで連続して加工して
もよいし、別々の製造ラインで（ア）と（イ）とを分けて加工してもよい。
【００９１】
＜＜＜語句の説明など＞＞＞
　本発明においては、「フィルム」と称する場合でも「シート」を含むものとし、「シー
ト」と称する場合でも「フィルム」を含むものとする。
　また、画像表示パネル、保護パネル等のように「パネル」と表現する場合、板体、シー
ト及びフィルムを包含するものである。
【００９２】
　本発明において、「Ｘ～Ｙ」（Ｘ，Ｙは任意の数字）と記載した場合、特にことわらな
い限り「Ｘ以上Ｙ以下」の意と共に、「好ましくはＸより大きい」或いは「好ましくはＹ
より小さい」の意も包含するものである。
　また、「Ｘ以上」（Ｘは任意の数字）と記載した場合、特にことわらない限り「好まし
くはＸより大きい」の意を包含し、「Ｙ以下」（Ｙは任意の数字）と記載した場合、特に
ことわらない限り「好ましくはＹより小さい」の意も包含するものである。
【実施例】
【００９３】
　次に、実施例により本発明をさらに詳しく説明する。但し、本発明が、以下に説明する
実施例に限定されるものではない。
【００９４】
＜評価方法＞
　以下において、種々の物性等の測定及び評価は次のようにして行った。
【００９５】
（１）常態剥離力（Ｆ１）
　試料フィルムの離型層表面に粘着テープ（日東電工（株）製「Ｎｏ．５０２」）を貼り
付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットし、室温にて１時間放置後の剥離力を
測定した。剥離力は（株）インテスコ製「インテスコモデル２００１型」を使用し、引張
速度０．３（ｍ／ｍｉｎ）の条件下、１８０°剥離を行った。
【００９６】
（２）加熱剥離力（Ｆ２）
　試料フィルムの離型層表面に粘着テープ（日東電工（株）製「Ｎｏ．５０２」）を貼り
付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットし、熱風式オーブンにて、１００℃、
１時間熱処理した。その後、サンプルを取り出し、室温にて１時間放置後の剥離力を測定
した。
　剥離力は（株）インテスコ製「インテスコモデル２００１型」を使用し、引張速度０．
３（ｍ／ｍｉｎ）の条件下、１８０°剥離を行った。加熱剥離力の値が低い方が良好であ
る。
【００９７】
（３）空気暴露剥離力（Ｆ３）
　予め試料フィルムの離型層表面を２４時間、室温で暴露させた後、常態剥離力（Ｆ１）
と同様の方法にて剥離力を測定した。
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【００９８】
（４）残留接着率（離型層の移行性代用評価）
　試料フィルムを、Ａ４サイズ（２１０ｍｍ×２９７ｍｍ）の大きさに切り取り、その離
型層表面に、７５μｍ厚の２軸延伸ＰＥＴフィルム(三菱ケミカル株式会社製：ダイアホ
イルＴ１００－７５)を重ねて、温度６０℃、圧力１ＭＰａの条件で２時間プレスした。
そして、前記「７５μｍ厚の２軸延伸ＰＥＴフィルム」を移行性評価フィルムとした。
　他方、離型層を設けていない未処理のＰＥＴフィルムに、上記と同じ「７５μｍ厚の２
軸延伸ＰＥＴフィルム」を重ねて上記と同条件でプレスし、該「７５μｍ厚の２軸延伸Ｐ
ＥＴフィルム」を基準フィルムとした。
　前記移行性評価フィルム及び前記基準フィルムに、粘着テープ（日東電工（株）製「Ｎ
ｏ．３１Ｂ」）を貼り付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットし、室温にて１
時間放置後の剥離力を測定した。
【００９９】
　剥離力は、（株）インテスコ製「インテスコモデル２００１型」を使用し、引張速度０
．３（ｍ／ｍｉｎ）の条件下、１８０°剥離を行った。
　そして、測定した移行性評価フィルムの剥離力及び基準フィルムの剥離力を次の式に代
入して残留接着率（％）を求めた。
【０１００】
（５）粘着剤剥離力（ＵＶあり、なし）
　試料フィルムの離型層表面に下記粘着剤組成物を塗工後、１５０℃、３分間加熱処理し
て、乾燥後の厚み（ＤＲＹ）が２０μｍの粘着層を得た。その後、ＰＥＴフィルムとラミ
ネートし、粘着層貼り合せ品を作製した。
　「ＵＶあり」の場合は、作製した粘着層貼り合せ品にウシオ電機株式会社製「ＵＶＣ－
４０２」ＵＶ照射装置を用いて、積算光量で５００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線照射を施した。
その後、室温で１日保管した後、試料フィルムをＰＥＴフィルムから剥がし、剥離力を測
定した。
　他方、「ＵＶなし」の場合は、ラミネートした粘着層貼り合せ品をそのまま用い、試料
フィルムをＰＥＴフィルムから剥がす際の剥離力を測定した。
　剥離力は（株）インテスコ製「インテスコモデル２００１型」を使用し、引張速度０．
３（ｍ／ｍｉｎ）の条件下、１８０°剥離を行った。
【０１０１】
《粘着剤組成物》
　主剤：ＡＴ３５２（サイデン化学社製）　　　　　　　　　１００質量部
　硬化剤：ＡＬ（サイデン化学社製）　　　　　　　　　　０．２５質量部
　添加剤：Ｘ－３０１－３７５ＳＫ（サイデン化学社製）　０．２５質量部
　添加剤：Ｘ－３０１－３５２Ｓ（サイデン化学社製）　　　０．４質量部
　トルエン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
【０１０２】
（６）しなやかさ（コシ）の評価　（たわみ測定法）
　試料サンプルは、実施例・比較例で得た離型フィルム（サンプル）を２３℃、５０％Ｒ
Ｈ雰囲気下で２４時間静置した後に、長さ１５０ｍｍ、幅５０ｍｍのサイズに切り出して
作製した。
　図１に示すように、離型フィルム（サンプル）を、２３℃の環境下、机の端から長さ５
０ｍｍ外へ突き出すように机の上に載置する共に、机の上の離型フィルム（サンプル）の
上に２００ｇの錘を置いて固定し、机の端から突き出たサンプルの先端側を自重によって
下方向へ撓ませた。３分後、机の端から突き出たサンプルの先端部が垂直下方に撓んで垂
れ下がった長さ（ａ）と、当該先端部が机の端から水平方向に突き出た長さ（ｂ）とを測
定した。
　そして、水平方向に突き出た長さ（ｂ）に対する撓んで垂れ下がった長さ（ａ）の比率
（（ａ）／（ｂ））を計算し、０．３０以上であれば「合格」、０．３０未満であれば「
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不合格」と評価した。
【０１０３】
（７）総合評価
　しなやかさ（flexible）と剥離力の安定性について、下記評価基準により判定を行った
。
（判定基準）
　　○：しなやかさ（flexible）と剥離力の安定性がともに合格レベル。
　　×：しなやかさ（flexible）、剥離力の安定性のいずれか一方が不合格レベル。
【０１０４】
　なお、剥離力の安定性に関しては、常態剥離力（Ｆ１）、加熱剥離力（Ｆ２）、空気暴
露剥離力（Ｆ３）について、Ｆ２－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）、Ｆ３－Ｆ１≦１０（ｍＮ
／ｃｍ）を同時に満足するものを合格、そうでないものを不合格と判定した。
【０１０５】
[原料]
　実施例及び比較例では次の原料を使用した。
【０１０６】
　共重合ポリエステル１（「共ＰＳ１」）：酸成分がテレフタル酸８８モル％、炭素数３
６の水添ダイマー酸７モル％及びイソフタル酸５モル％からなり、ジオール成分がエチレ
ングリコール９０モル％及びジエチレングリコール１０モル％からなる結晶性共重合ポリ
エステル。融点２０８℃、固有粘度０．６８ｄｌ／ｇ。
【０１０７】
　共重合ポリエステル２（「共ＰＳ２」）：酸成分がテレフタル酸８８モル％及び炭素数
３６の水添ダイマー酸１２モル％からなり、ジオール成分がエチレングリコール６７モル
％及び１，４－ブタンジオール３３モル％（副生ジエチレングリコール０．１ｍｏｌ％未
満）からなる結晶性共重合ポリエステル、融点２００℃、固有粘度０．７２ｄｌ／ｇ。
【０１０８】
［実施例１］
　表層および中間層として、共重合ポリエステル１（共ＰＳ１）のチップを２８０℃に設
定したベント付き押出機に送り込み、ギヤポンプ、フィルターを介して、押出機の口金か
ら押出し、静電印加密着法を用いて表面温度を３０℃に設定した冷却ロール上で急冷固化
させ、未延伸シートを得た。
　次いで、得られた未延伸シートを、長手方向（ＭＤ）に５０℃で３．３倍延伸した後、
テンターに導き、次いで幅方向（ＴＤ）に８０℃で４．２倍に延伸した後、２００℃で１
０秒間熱処理を施し、幅方向（ＴＤ）に１０％弛緩して、実質的に単層からなる厚み２５
μｍの二軸延伸共重合ポリエステルフィルムを得た。
　次に、下記組成物から構成される離型層組成物（ＵＶカチオン系シリコーン１）を、塗
布量（乾燥後）の厚みが０．０８ｇ／ｍ２になるように、前記二軸延伸共重合ポリエステ
ルフィルムの表面に塗布した後、７０℃で１０秒乾燥させた後、積算光量１２０ｍＪ／ｍ
２となるように紫外線を照射し、離型フィルム（試料フィルム）を得た。
【０１０９】
（離型層組成物：ＵＶカチオン系シリコーン１）
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤：ＴＰＲ６５００（モメンティブ・スペシャリティー
ケミカルズ社製）１００質量部
　光重合開始剤：ＵＶ９３８０Ｃ（モメンティブ・スペシャリティーケミカルズ社製）１
質量部
　溶媒：トルエン５００質量部、ＭＥＫ５００質量部、ヘキサン５００質量部
【０１１０】
［実施例２］
　中間層として、共重合ポリエステル１（共ＰＳ１）のチップを２８０℃に設定したメイ
ンのベント付き二軸押出機に送り込んだ。
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　また表層として、ポリエステル（ＰＥＴ）のチップを２８０℃に設定したサブのベント
付き二軸押出機に送り込んだ。
　ギヤポンプ、フィルターを介して、メイン押出機からのポリマーが中間層、サブ押出機
からのポリマーが表層となるように２種３層（表層／中間層／表層）の層構成で共押出し
て口金から押出し、静電印加密着法を用いて表面温度を３０℃に設定した冷却ロール上で
急冷固化させ、未延伸シートを得た。
　次いで、得られた未延伸シートを、長手方向（ＭＤ）に８０℃で３．２倍延伸した後、
テンターに導き、次いで幅方向（ＴＤ）に１００℃で４．０倍に延伸した後、２００℃で
１０秒間熱処理を施し、幅方向（ＴＤ）に１０％弛緩して、１μｍ（表層）／２３μｍ（
中間層）／１μｍ（表層）の厚み構成からなる厚み２５μｍの二軸延伸共重合ポリエステ
ルフィルムを得た。
　実施例１と同様の離型層組成物を同様に塗布、乾燥させ、実施例１と同様に紫外線を照
射し、離型フィルム（試料フィルム）を得た。
【０１１１】
［実施例３～５］
　表１に示すように条件を変更した以外は、実施例２と同様にして二軸延伸共重合ポリエ
ステルフィルムを得た。
　なお、表において、例えば実施例３の「共ＰＳ１／ＰＥＴ＝８０／２０」とは、共ＰＳ
１を８０質量部と、ＰＥＴを２０質量部とを混合したという意味であり、他の実施例につ
いても同様に質量割合を示している。
　次に、実施例１と同様の離型層組成物を同様に塗布、乾燥させ、実施例１と同様に紫外
線を照射し、離型フィルム（試料フィルム）を得た。
【０１１２】
［実施例６］
　離型層組成物を下記に変更した以外は、実施例１と同様にして、離型フィルム（試料フ
ィルム）を得た。
（離型層組成物：ＵＶカチオン系シリコーン２）
　ＵＶカチオン系シリコーン離型剤：Ｘ－６２－７６６０（信越化学工業株式会社製）１
００質量部
　光重合開始剤：ＣＡＴ－７６０５（信越化学工業株式会社製）　１質量部
　溶媒：トルエン５００質量部、ＭＥＫ５００質量部、ヘキサン５００質量部
【０１１３】
［比較例１］
　ポリエステル（ＰＥＴ）のチップを２８０℃に設定したベント付き押出機に送り込み、
ギヤポンプ、フィルターを介して、押出機の口金から押出し、静電印加密着法を用いて表
面温度を３０℃に設定した冷却ロール上で急冷固化させ、未延伸シートを得た。
　次いで、得られた未延伸シートを、長手方向（ＭＤ）に８６℃で３．５倍延伸した後、
テンターに導き、次いで幅方向（ＴＤ）に１１０℃で４．３倍に延伸した後、２３５℃で
１０秒間熱処理を施し、幅方向（ＴＤ）に１０％弛緩して、厚み５０μｍの二軸延伸共重
合ポリエステルフィルムを得た。
　次に、実施例１と同様の離型層組成物を同様に塗布、乾燥させ、実施例１と同様に紫外
線を照射し、離型フィルム（試料フィルム）を得た。
【０１１４】
［比較例２］
　実施例１において、離型層の組成を下記離型層組成に変更して、塗布量（乾燥後）が０
．１５ｇ／ｍ２になるように塗布、７０℃、１０秒で熱処理した後に離型フィルム（試料
フィルム）を得た。
【０１１５】
（離型層組成物：熱硬化型（溶剤付加型）シリコーン）
　　主剤：ＫＳ－８４７Ｈ（信越化学工業株式会社製）１００質量部
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　　触媒：ＰＬ－５０Ｔ（信越化学工業株式会社製）１質量部
　　溶媒：トルエン２００質量部、ＭＥＫ２００質量部、ヘキサン２００質量部
【０１１６】
【表１】

【０１１７】
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【表２】

【０１１８】
　前記実施例及び発明者がこれまで行ってきた試験結果より、前記共重合ポリエステルＡ
を主成分樹脂として含有する共重合ポリエステル層（Ｉ層）を備えた共重合ポリエステル
フィルムを基材とし、その片面にＵＶカチオン系シリコーン組成物を塗布、硬化させた離
型層を設けた離型フィルムとすることにより、柔軟性に優れており、単に柔軟であるだけ
でなく、よりしなやかである特徴を有する。　
【０１１９】
　さらに離型層の特徴として、１００℃以下の低温で加工したにも関わらず、常態剥離力
（Ｆ１）、加熱剥離力（Ｆ２）、空気暴露剥離力（Ｆ３）が、Ｆ２－Ｆ１≦１０（ｍＮ／
ｃｍ）、Ｆ３－Ｆ１≦１０（ｍＮ／ｃｍ）の関係を同時に満足することで、実用上十分に
安定した剥離特性を有することが分かった。
　これらの剥離特性の安定性は、従来の熱硬化型シリコーン離型剤では達成困難なレベル
でもある。
【０１２０】
　前記加熱剥離離力は、フィルム上に硬化形成後、離型層表面に残存するハイドロジェン
シラン基（Ｓｉ－Ｈ基）と相間があると考えられる。常態剥離力に近い値を示すほど、表



(22) JP 2020-128055 A 2020.8.27

10

20

面に残存するＳｉ－Ｈ基量が少ないことを示している。
　また、前記空気暴露剥離力は、前記Ｓｉ－Ｈ基と付加反応する相手方のビニル基（Ｓｉ
－ＣＨ＝ＣＨ２基）がフィルム上に硬化形成後、離型層表面に残存する量と相関があると
考えられている。この空気暴露剥離力が常態剥離力に近い値を示すほど、表面に残存する
ビニル基（Ｓｉ－ＣＨ＝ＣＨ２基）量が少ないことを示している。
【０１２１】
　また、実用特性代用評価として用いた、粘着剤剥離力の評価結果からも、紫外線照射の
有無によらず、本発明の離型フィルムは剥離力の変動が小さいことが分かった（実施例と
比較例２との比較より）。
【０１２２】
　本発明では、離型層の特性である、常態剥離力、加熱剥離力、空気暴露剥離力を特定の
範囲内に抑えることで、例えば、多段階硬化方式を採用する加工工程において、一旦加熱
処理した粘着層を後に紫外線照射しても、離型面と粘着層とが、極端に重剥離化すること
なく、適度な力でもって剥離可能である特徴を有する。
【０１２３】
　離型フィルムの柔軟性の観点からは、構成する共重合ポリエステルフィルムの構成を工
夫することで、良好な柔軟性、特にしなやかさを得ることができることも分かった。
　例えば、実施例２～５のように、中間層の主成分樹脂が結晶性の共重合ポリエステルで
ある場合、表層の主成分樹脂としてのポリエステルが、前記共重合ポリエステルの融点よ
りも高い融点を有するポリエステルであれば、前記中間層のみからなる単層の場合に比べ
て、延伸後の熱処理（熱固定）温度をより高くすることができる利点を有する。
【０１２４】
　なお、中間層の主成分樹脂が非晶性の共重合ポリエステルである場合は、表層の主成分
樹脂としてのポリエステルが、前記共重合ポリエステルのガラス転移点よりも高い融点を
有するポリエステルであれば、前記中間層のみからなる単層の場合に比べて、延伸後の熱
処理（熱固定）温度をより高くすることができる利点を有する。



(23) JP 2020-128055 A 2020.8.27

【図１】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

